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                       令和７年１２月５日  

都 市 整 備 部 建 築 課  

 

江東区事務手数料条例の一部を改正する条例 

 

１ 改正理由 

令和７年９月３日公布の建築基準法施行令（昭和２５年政令第３

３８号）の一部改正に伴い、既存の建築物に対する制限の緩和に係

る認定規定に項ずれが生じた。このため、江東区事務手数料条例中

の当該認定に係る項目について、規定を整備する（都市整備部関係

手数料）。 

 

２ 改正概要 

 別表第６の８５の項中「第１３７条の１２第６項」を「第１３７

条の１２第１１項」に改め、同表８６の項中「第１３７条の１２第

７項」を「第１３７条の１２第１２項」に改める。  

 

３ 改正内容 

新旧対照表のとおり  

 

４ 施行期日 

公布の日から施行する。  
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江東区事務手数料条例  新旧対照表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行 改正案 

本則 （略） 本則 （略） 

別表第１～別表第５ （略） 別表第１～別表第５ （略） 

別表第６ 都市整備部関係手数料（都市の低炭

素化の促進に関する法律（平成２４年法律第

８４号）に基づく事務に係る手数料及び建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律（平成２７年法律第５３号）に基づく事務

に係る手数料を除く。）（第６条関係） 

別表第６ 都市整備部関係手数料（都市の低炭

素化の促進に関する法律（平成２４年法律第

８４号）に基づく事務に係る手数料及び建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律（平成２７年法律第５３号）に基づく事務

に係る手数料を除く。）（第６条関係） 

事務 手数料

の名称 

額 徴収

時期 

（略） 

８５ 建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８号）第

１３７条の１２第６項の規

定に基づく既存の建築物に

対する制限の緩和に係る認

定の申請に対する審査 

（略） 

８６ 建築基準法施行令第１

３７条の１２第７項の規定

に基づく既存の建築物に対

する制限の緩和に係る認定

の申請に対する審査 

（略） 

（略） 
 

事務 手数料

の名称 

額 徴収

時期 

（略） 

８５ 建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８号）第

１３７条の１２第１１項の

規定に基づく既存の建築物

に対する制限の緩和に係る

認定の申請に対する審査 

（略） 

８６ 建築基準法施行令第１

３７条の１２第１２項の規

定に基づく既存の建築物に

対する制限の緩和に係る認

定の申請に対する審査 

（略） 

（略） 
 

別表第７～別表第９ （略） 別表第７～別表第９ （略） 

    附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 


